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S&P格付定義： A格 債務を履行する能力は高いが、上位2つの格付けに比べ、経済状況の悪化からやや影響を受けやすい

BBB格 債務を履行する能力は適切であるが、経済状況の悪化によって債務履行能力が低下する可能性がより高い

BB格 投機的要素が強い。高い不確実性や経済状況の悪化に対して脆弱性を有し、状況次第で債務を期日通りに履行する

能力が不十分となる可能性がある

【Ⅰ－１】 アジア主要国・地域経済指標
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(出所) IMF - World Economic Outlook Database October 2024 Edition / S&Pのホームページより、みずほ銀行国際戦略情報部作成

（注1）数値は2023年ベース／2024年GDP成長率見込みおよび斜体箇所はIMF推定値

（注2）※S&P信用格付については2024年9月30日時点

国・地域名 台湾 日本 中国 韓国 香港 シンガポール

人口 (百万人) 23.3 124.5 1,409.7 51.7 7.5 5.9 

名目GDP (億米ドル) 7,557 42,198 177,580 18,391 3,808 5,014 

実質GDP成長率 (前年比) 1.3 1.7 5.3 1.4 3.3 1.1

一人あたりGDP (米ドル) 32,404 33,899 12,597 35,563 50,587 84,734 

2024年GDP成長率見込み 3.7 0.3 4.8 2.5 3.2 2.6

信用格付(S&P) as of Sep 2024 AA+ A+ A+ AA AA+ AAA

国・地域名 マレーシア タイ ベトナム フィリピン インド インドネシア

人口 (百万人) 33.1 70.2 100.3 111.9 1,428.6 278.7 

名目GDP (億米ドル) 3,997 5,148 4,337 4,371 35,676 13,712 

実質GDP成長率 (前年比) 3.6 1.9 5.0 5.5 8.2 5.0

一人あたりGDP (米ドル) 12,091 7,336 4,324 3,906 2,497 4,920 

2024年GDP成長率見込み 4.8 2.8 6.1 5.8 7.0 5.0

信用格付(S&P) as of Sep 2024 A- BBB+ BB+ BBB+ BBB- BBB
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【Ⅰ－２】 基礎データ・概況
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（出所）台湾内政部、行政院、外務省「台湾基礎データ」等より、みずほ銀行国際戦略情報部作成

台湾基礎データ

人口 約2,342万人（2023年12月）

面積 3万6千平方キロメートル（九州よりやや小さい）

主要都市 台北、台中、高雄

地形 全島面積の3分の2が高山や林地。島の中部に山地が連なり平地は西に多い

気候 台湾本島の中央を横切る北回帰線を挟んで北が亜熱帯、南が熱帯地域。長
い夏と短い冬があり、はっきりとした四季はない。夏から秋にかけては
台風が通過

言語 中国語、台湾語、客家語等

民族 漢民族（9割以上）、原住民（16民族）、新住民（台湾籍を新たに取得）

宗教 仏教、道教、キリスト教

政治体制 三民主義（民族独立、民権伸長、民生安定）に基づく民主共和制。
五権分立（行政、立法、監察、司法、考試）

総統 頼清徳（副総統：頼蕭美琴）

主要産業 電気・電子、化学品、鉄鋼金属、機械

GDP 名目：7,553億米ドル（2023年）
1人あたり：32,327米ドル（2023年）

通貨 新台湾ドル（NTD） 1NTD≒4.62円（2024年12月時点）

台湾概況

 戦後、米国の援助により経済基礎を築いた後、政府主導で輸出志向型経済を確立

 2000年以降は純輸出が経済成長のエンジンとなり、特に半導体等の電子部品関連が
輸出のけん引役となっている

北回帰線
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【Ⅰ－３】 経済構造① ～産業構造～
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2022年2011年

産業別GDP構成比（2011年と2022年の比較）

（出所）CEIC Dataより みずほリサーチ&テクノロジーズ作成

 工業が産業構造全体の約4割を占める。EMS（電子機器の受託生産）や電子部品をはじめとする半導体製造業の
伸長が主な要因。製造業のウエイトは年々高まる傾向にある

 サービス業は卸・小売や宿泊・飲食業、金融・保険業が中心で全体の約6割を占める
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【Ⅰ－３】 経済構造② ～（産業・貿易）輸出入～
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輸出構造（2023年）

財別輸出内訳 国・地域別輸出内訳
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プラスチック・ゴム
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（出所）台湾財政部よりみずほリサーチ&テクノロジーズ作成

輸入構造（2023年）
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 2023年の輸出額は、4,325億米ドル、輸入額は3,519億米ドル。 EMS・半導体産業が台湾経済の成長をけん引し
ていることから、輸出・輸入の両面において機械・電気機器が大きな割合を占めている
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【Ⅰ－３】 経済構造② ～輸出額推移～
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 台湾の輸出額は半導体需要の高まりとともに2022年に過去最高額となる4,464億米ドルを記録

 中国（大陸）および香港の占める割合が大きいが、その割合は徐々に低下している傾向

 以前から機械類・精密機器・電気機械の占める割合が大きく、その金額は増加傾向

（出所）UN Comtradeのデータに基づき、みずほリサーチ＆テクノロジーズおよびみずほ銀行国際戦略情報部作成

*「アジアのその他の国・地域」については、台湾のほかアジアの国・地域の内、独立国でなく、国連データに標章がない自治区等を含む可能性がある
品目分類は、HSコード2桁分類をもとに集計
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鉄鋼・鉄鋼製品 鉱物性製品・石油・燃料

輸送機器（含む自動車） 非鉄金属製品・非金属鉱物

繊維・衣料製品、皮革・履物等 農林水産品

木・紙製品 その他

台湾およびその他アジアの国・地域別輸出額推移＊ 台湾およびその他アジアの品目分類別輸出額の推移

（億米ドル） （億米ドル）
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 台湾の輸入額も半導体需要の高まりとともに2022年に過去最高額となる4,273億米ドルを記録

 中国（大陸）および香港の占める割合が大きいが、その割合は徐々に低下している傾向

 以前から機械類・精密機器・電気機械の占める割合が大きく、その金額は増加傾向

（出所）UN Comtradeのデータに基づき、みずほリサーチ＆テクノロジーズおよびみずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅰ－３】 経済構造② ～輸入額推移～

品目分類別輸入額推移（アジアのその他国・地域を含む）

*「アジアのその他の国・地域」については、台湾のほかアジアの国・地域の内、独立国でなく、国連データに標章がない自治区等を含む可能性がある
品目分類は、HSコード2桁分類をもとに集計
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輸入額推移＊（アジアのその他国・地域を含む）
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青色表示…各品目分類に占める、輸出相手国別の割合を表示。最も割合が高い国のセルを青色表示

（参考） 経済構造② ～輸出入の内訳（国別×品目分類別）～

農林水産品
鉱物性製品
・石油・燃料

化学工業品 木・紙製品
繊維・衣料製品
皮革・履物等

鉄鋼・
鉄鋼製品

非鉄金属製品・
非金属鉱物

機械類・
精密機器・
電気機械

輸送機器
（含む自動車）

その他

中国（大陸） 12.5% 11.0% 32.2% 31.5% 14.2% 6.4% 31.2% 28.2% 4.4% 6.6%

米国 17.0% 1.7% 12.3% 14.9% 11.0% 26.5% 23.7% 14.5% 35.9% 32.3%

香港 8.9% 1.5% 2.4% 3.4% 3.3% 1.0% 2.0% 18.4% 0.4% 14.9%

日本 16.0% 2.9% 7.9% 4.4% 3.9% 7.6% 8.6% 7.0% 3.1% 11.8%

シンガポール 2.6% 15.3% 2.2% 1.1% 0.4% 1.0% 1.2% 7.4% 0.3% 3.4%

韓国 4.7% 3.3% 3.4% 2.8% 0.8% 2.7% 3.6% 5.5% 0.9% 1.4%

マレーシア 2.5% 9.0% 2.3% 4.3% 0.6% 3.7% 1.8% 3.8% 0.4% 1.5%

その他 35.9% 55.3% 37.3% 37.5% 65.9% 51.0% 27.9% 15.1% 54.5% 28.1%

農林水産品
鉱物性製品
・石油・燃料

化学工業品 木・紙製品
繊維・衣料製品
皮革・履物等

鉄鋼・
鉄鋼製品

非鉄金属製品・
非金属鉱物

機械類・
精密機器・
電気機械

輸送機器
（含む自動車）

その他

中国（大陸） 5.5% 0.7% 18.6% 23.4% 38.4% 17.1% 21.3% 26.6% 11.9% 31.0%

日本 5.6% 0.7% 24.6% 10.6% 3.2% 19.5% 22.0% 13.3% 22.2% 14.5%

米国 24.3% 10.5% 12.2% 11.1% 4.2% 5.7% 5.2% 9.2% 16.1% 14.5%

韓国 2.3% 1.3% 9.4% 1.9% 1.4% 9.4% 4.8% 11.4% 4.7% 2.6%

オーストラリア 5.2% 26.1% 0.3% 1.9% 0.4% 0.9% 7.8% 0.0% 0.1% 0.1%

アジアのその他の
国・地域

0.1% 0.0% 0.3% 0.3% 0.3% 0.2% 0.3% 8.7% 0.3% 0.7%

ドイツ 1.1% 0.0% 8.4% 3.0% 0.4% 1.1% 1.7% 3.0% 18.2% 2.6%

その他 56.0% 60.7% 26.3% 47.8% 51.6% 46.2% 36.8% 27.8% 26.6% 34.1%

国別×品目分類別輸出額内訳（台湾およびアジアのその他国・地域を含む）

国別×品目分類別輸入額内訳（台湾およびアジアのその他国・地域を含む）
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【Ⅰ－４】 経済情勢① ～中長期の成長推移～
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 台湾では輸出型産業が中心のため、世界経済の動向に左右されやすい。2021年は新型コロナウイルスの感染抑制
成功や半導体の輸出や設備投資が活発であったことを受け、6.53％の経済成長率を記録したものの、2022年以降
は世界経済の減速と連動し鈍化。2023年実質GDP成長率は1.28％と、2009年（▲1.64％）以来の低水準を記録

 2024年はAI需要等により輸出は回復基調。行政院は2024年度の潜在成長率を3.94％と予測し、2021年以来の成
長を見込む

名目GDPおよび実質GDP成長率推移

2008年
世界金融危機 2020年

新型コロナ
ウイルス拡大

2001年
ITバブル崩壊

アメリカ同時多発テロ

出所：IMF - World Economic Outlook Database October 2024 Editionより、みずほ銀行国際戦略情報部作成
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 2023 年の経済成長率は半導体不況や中国経済の低迷を受け、1.4 ％と2009 年以来の低水準となった。一方で
「民間消費」が8.41％と、1994年以来29年ぶりの高水準を記録。コロナ禍後のリベンジ消費やリベンジ出境
等が数値を押し上げたものと思われる。2024年はAIの好調による輸出回復や、民間投資の伸長により成長率
は4.27％と2021年以来の高水準になる見通し

 2022年に過去10年間において最大値となった消費者物価指数（2.95％）は2024年に2.18％まで低下し、2025
年には1％台に戻る見込み

１人あたりGDPと経済成長率、消費者物価指数推移

【Ⅰ－４】 経済情勢② ～GDP成長率の推移～

出所：台湾行政院主計總處・公開情報より、みずほ銀行国際戦略情報部作成

D１人あたり名目GDPの推移（2023年）
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【Ⅰ－５】 政治情勢① ～2024年選挙結果～

12

 2024年1月13日に実施された台湾総統選挙において、与党・民主進歩党（民進党）の頼清徳氏・蕭美琴氏のペ
アが558万6,109票（得票率40.1％）を獲得し、当選を果たした。同一政党が3期目を迎えるのは1996年に初の
直接選挙が行われて以来初のこととなる

 一方、同日に行われた立法院（国会に相当）選挙では113議席中51議席と過半数割れとなったことから、円滑
な政権運営に向け、野党第2党の民衆党との政策協力が必須となった

（出所） 台湾現地選挙報道より みずほ銀行国際戦略情報部作成

総統選挙結果 立法院選挙結果

民進党

蔡英文氏

8,170,231票

57.1％

国民党

韓国瑜氏

5,522,119票

38.6%

親民党

宋楚瑜氏

608,590票

4%

民進党

頼清徳氏

5,586,019票

40.1%

国民党

侯友宜氏

4,671,021票

33.5%

民衆党
柯文哲

3,690,466票
26.5%

2020年 2024年 2020年

2024年

5

9

38

61

台湾民衆党

その他

国民党

民進党

2

8

51

52

その他

台湾民衆党

民進党

国民党
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【Ⅰ－５】 政治情勢② ～政策運営スタンス～

 2024年5月20日、民進党の頼清徳氏が第16代総統に、蕭美琴氏が第16代副総統に就任した。頼清徳総統は祝賀式
典において、「民主、平和、繁栄の新台湾を築く」をテーマに就任演説を行った

頼新総統の施政理念

（出所） 台湾外交部より みずほ銀行国際戦略情報部作成

テーマ 内容

民主的で平和な台湾
「4つの堅持」によって社会のコンセンサスを確立する
「民主主義と平和のための四大支柱」のアクションプランを掲げ、現状維持に取り組み、台

湾海峡の平和を追求するという台湾の決意を世界に示す

イノベーティブで
繁栄した台湾

イノベーション駆動型の経済成長
次世代のための投資を行い、産業、技術、起業のためのイノベーションを促進し、台湾を起
業と就労に適した活気に満ちた拠点にする

包括的な経済成長
最先端のハイテク産業群を発展させ、地方創生を支持し、地方産業と「隠れたチャンピオ
ン」への協力を通して多様な雇用機会を創出し、誰もが繁栄の成果を享受できるようにする

グリーン成長の新戦略
再生可能エネルギーの研究・開発を拡大し、情報通信技術産業で台湾が持つ強みをいかし、
省エネ、エネルギー貯蔵、ネット・ゼロ関連技術を活用して第二次エネルギー転換を創造
する

公正で持続可能な台湾
労働者の権利の保障やジェンダー平等の実践、育児、長期介護、居住の権利などを含む分野

での社会的責任投資の拡大により、社会正義を促進する。また、2050年ネット・ゼロの目
標達成のために努力する
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【Ⅰ－６】 経済の特徴①

14

 電機・電子産業をはじめとする世界トップシェアを占めるグローバル企業が多く、特にEMS企業の鴻海精密工業
（Hon Hai）や半導体ファウンドリの台灣積體電路製造（TSMC）は世界最大手。台湾の半導体産業は世界のサ
プライチェーンの中でも重要な役割を担っている

No. 業種・事業内容 企業名称 英語名
2023年売上高

（百万米ドル）

1 EMS 鴻海精密工業 Hon Hai Precision Ind. Co., Ltd. 197,944

2 半導体（ロジック） 台灣積體電路製造 Taiwan Semiconductor Manufacturing Co., 69,440

3 EMS 和碩聯合科技 Pegatron Corporation 40,371

4 EMS 廣達電腦 Quanta Computer Inc. 34,872

5 EMS 仁寶電腦工業 Compal Electronics, Inc. 30,410

6 EMS 緯創資通 Wistron Corporation 27,852

7 石油精製 台塑石化 Formosa Petrochemical Corp. 22,889

8 電子部品・半導体商社 大聯大控股 WPG Holdings Limited 21,582

9 電子部品・半導体商社 文曄科技 WT Microelectronics Co., Ltd. 19,097

10 半導体テスト・後工程受託 日月光投資控股 ASE Technology Holding Co., Ltd. 18,692

11 乳業・乳製品 統一企業 Uni-President Enterprises Corp. 18,666

12 EMS 英業達 Inventec Corporation 16,535

13 パーソナルコンピューター 華碩電腦 Asustek Computer Inc. 15,493

14 半導体（ファブレス） 聯發科技 Mediatek Inc. 13,923

15 電源 台達電子工業 Delta Electronics, Inc. 12,888

16 パソコン専門店 聯強國際 Synnex Technology International Corp. 12,720

17 高炉鉄鋼 中國鋼鐵 China Steel Corporation 11,671

18 石油化学 台灣化學纖維 Formosa Chemicals & Fibre Corporation 10,684

19 コンビニエンスストア 統一超商 President Chain Store Corporation 10,184

20 外航海運 長榮海運 Evergreen Marine Corp. （Taiwan） Ltd. 8,889

21 電子回路基板 南亞塑膠工業 Nan Ya Plastics Corporation 8,344

22 合成樹脂 遠東新世紀 Far Eastern New Century Corporation 8,228

23 自動車販売 和泰汽車 Hotai Motor Co., Ltd. 8,183

24 パネル 友達光電 AUO Corporation 7,965

25 靴・履物 寶成工業 Pou Chen Corporation 7,922

26 汎用コンピューター 緯穎科技服務 Wiwynn Corporation 7,770

（出所） 各社ウェブサイトより みずほ銀行国際戦略情報部作成

台湾におけるグローバル企業（売上高順）
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【Ⅰ－６】 経済の特徴②

15

 台湾政府は2019年1月より台湾企業の台湾域内投資に優遇を適用する「台湾投資三大方案」を実施。 2021年末を
期限としていたが、台湾企業のニーズが高いことから、2027年末まで再延長された

 中国で事業を行う回帰投資を希望する台湾企業への支援策「歓迎台商回台投資行動方案」

 域内で事業展開する台湾企業の投資を促す「根留台湾企業加速投資行動方案」

 中小企業への投資支援策「中小企業加速投資行動方案」

 三大方案で承認された計画投資額の累計は、2024年11月29日時点で、2 兆 3,890億台湾ドル。審査通過企業数は
1,579社で、15万5,448人 の雇用を生み出す見通し。特に「歓迎台商回台投資行動方案」が大きな割合を占める

承認済み計画投資額累計（2024年11月29日現在）

計画投資額
（台湾ドル）

審査通過
企業数

域内雇用
創出人数

歓迎台商回台
投資行動方案

1 兆 3,039億 321社 88,519人

根留台湾企業加
速投資行動方案

5,752 億 197社 28,369人

中小企業加速
投資行動方案

5,099億 1,061社 38,560人

合計 2 兆 3,890億 1,579社 155,448人

（出所） Invest Taiwan 公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成

2024年に承認された主な歓迎台商回台投資行動方案

企業名
業種

内容
承認額

（台湾ドル）

合晶科技
（ｼﾘｺﾝｳｴﾊ）

中部科学園区二林園区に新工場を建設 173億

双鴻科技
(放熱部品)

新北産業園区に運営本部の建設 26億

望隼科技
（ｺﾝﾀｸﾄﾚﾝｽﾞ）

苗栗県竹南鎮に新工場・本社ビル建設
50億

台湾聚合化学品
（石油化学）

新北市林口区に生産・R＆D拠点新設 不明

国産建材実業
（ｺﾝｸﾘｰﾄ）

桃園市楊梅区にスマート旗艦工場建設 15.3億
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 ①対中国との関係を見据えたサプライチェーン再構築、②外交・通商、③電力不足面において経済活動におけ
る環境変化が生じている

【Ⅰ－７】 経済活動における環境変化～サプライチェーンの再構築～

16

 中国で生産事業を行う企業は、生産品の①海外輸出を目的とする企業、②中国国内販売を目的とする企業の2パターンに分けられる。

 前者の場合、中国とは従前より分業体制（台湾：素材と部品の供給基地、中国：製品組立工場）が構築されてきたが、米中貿易摩擦に

よる影響を回避する対応として、中国以外の国・地域への生産（一部を含む）移管の動きが出てきている。台湾への回帰投資および他

国・地域に生産移管を行う動きがみられる。主に情報通信技術（ICT）企業に、生産移管の動きがみられ、米国アップルなど生産委託元

の意向を受けて検討・実施されているとみられる

 ASEAN諸国、南アジア、オーストラリア、ニュージーランドの合計18ヵ国との政治・経済的連携関係を強化および中国大陸偏重の是正

を目的とした「新南向政策」を2016年より推進。 2023年の新南向政策対象国への貿易総額は1,522億米ドル（輸出：901.6億米ドル、輸

入：620.6億米ドル）とコロナ前の2019年より大幅に増加し、投(増)資額も2023年には55億4,355万米ドルと中国への投資額（30億3,681

万米ドル）を上回っている

①サプライチェーンの再構築（投資地の分散化）

3,467

2,382

3,680

2,403
2,791 2,830

5,828
5,272

5,544

10,965

9,671
9,249

8,498

4,173

5,906 5,863
5,047

3,037

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

新南向政策対象国 中国

単位：百万米ドル

年
貿易総額

金額（100万米ドル） 増加率（％）

2017年 110,550 15.4

2018年 116,696 5.6

2019年 111,712 -4.3

2020年 108,356 -3

2021年 149,299 37.8

2022年 180,242 20.7

2023年 152,225 -15.5

新南向政策対象国との貿易データ 対中国、新南向政策対象国への投資額推移

（出所）台湾経済部国際貿易局および公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅰ－７】経済活動における環境変化～外交・通商、電力需給～

②外交・通商（理念が近い国・地域との通商協定締結の推進）

③電力需給（再エネ導入の促進）

 民進党政権以降、政治的に中国と一定の距離を置いた影響を受け、2019年にソロモン諸島およびキリバス、2021年にニカラグア、
2023年にホンジュラス、2024年にはナウル共和国との国交が相次いで断絶。2024年3月現在、外交関係のある国は合計で12ヵ国

 通商面はAPEC（1991年）、 WTO（2002年）に加盟。FTAおよびECAは11ヵ国と締結しており、中国大陸とは2010年6月に海峡両岸
経済協力枠組協定（ECFA）を締結。 2021年9月にはCPTTPに加入申請、 2022年2月には課題とされていた福島および周辺4県産食品
の輸入規制緩和にも踏み切り、加入に向けて前進している。 2022年6月には台湾と米国の新たな貿易協議の枠組みとなる「21世紀の
貿易に関する米台イニシアチブ」の発足を発表。理念が近い国・地域との通商協定締結を推進し、経済安全保障強化を図っている

 脱原発・2050年ネットゼロ方針に向けた動きが加速する状況下、半導体産業を中心とした電力需要の大幅増加も見込まれる。ESGの
観点より太陽光や風力を中心とした再エネ需要が拡大中。2019年に可決した「再生可能エネルギー発展条例」では、2026年までに再
エネ発電設備の総設置容量を27GW以上に高める目標を公表。同条例を踏まえ、「ガス火力50％、石炭火力27％、再エネ20％、原子
力1％、その他（石油および揚水式水力）2％」のエネルギー別発電構成を定めている

 2023年末時点で再エネの総発電設置容量は28％、発電量は9.5％まで拡大。外資企業の投資も相次いでおり、2024年2月には日本政策
投資銀行系の投資会社マーキュリアホールディングスがマニエスグループと台湾メガソーラー共同開発に関し業務提携を発表するな
ど日系企業の参画も増加傾向にある

3.6 4.3 4.3 3.8 4.1 4.8 4.6 4.6
5.6 5.4 6.0

8.3
9.5

7.0 7.4 7.8 8.4 8.9 9.5
10.7

11.9

13.9

16.5

19.5

22.8

28.0

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

発電比率 設置容量比率

再エネ発電比率・総発電設置容量の推移台湾の外交締結国（2024年3月現在）

単位：％大洋州（3ヵ国）

ツバル、マーシャル諸島共和国、パラオ共和国

欧州（1ヵ国）

バチカン

中南米・カリブ（7ヵ国）

グアテマラ、パラグアイ、ハイチ、ベリーズ、セントビンセント、
セントクリストファー・ネーヴィス、セントルシア

アフリカ（1ヵ国）

エスワティニ

（出所） 公開情報、台湾経済部能源局より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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Ⅰ. 基礎情報

Ⅱ. 投資関連情報

Ⅲ. 拠点設立

Ⅳ.税制・資金調達
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【Ⅱ－１】台湾投資の魅力と課題

魅力 課題

高度化した市場

政治・経済環境の安定

積極的な外資導入政策

発達したインフラ

優秀な人材

治安の良さ・住み易さ

中華文化圏

限定的な域内市場

少子高齢化社会

高額な人件費

（出所）みずほ銀行国際戦略情報部作成

 地理的にも文化的にも日本と近く、親日的で優秀な人材資源を誇る

 華僑ネットワークも広く、中国および東南アジア諸国等の周辺国市場の開拓も視野に入れ進出する外資系企業
が多い

 外資による投資も積極的に受け入れているため、他国と比較して参入障壁が低い

 一方で、中国との政治的関係や少子高齢化に伴う市場縮小などの課題もある

中国との政治的関係

19
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【Ⅱ－２】 直接投資動向① ～2023年の主な直接投資～

金融・保険業

48%

電気・ガス供給業

14%

卸・小売業

9%

専門・科学・技術

サービス業

6%

情報通信業 6%

電子部品製造業 4%

金属製品製造業

2%

不動產業

2%
その他

9%

シンガポール

20.3%

ドイツ

13.8%

カリブ海の

英国領土

10.9%
カナダ

9.7%

アメリカ

8.3%

オランダ

7.6%

イギリス

7.4%

日本

5.5%

その他

16.5%

 2023年の華僑・外資（中国を除く）による台湾への直接投資額は、前年比15.4％減の112億5,477万米ドルと、
2008年以降では2022年（約133億米ドル）、2018年（約114億米ドル）に次ぐ3番目の高水準

 国・地域別の首位はシンガポールでDBS銀行による台湾法人への増資案などの大型投資もあり、前年比約4.7倍の
22億8,164万2,000米ドルだった。 2位のドイツはドイツ系の風力発電企業であるユンリン・ホールディングによる
大型増資もあり、約15.5倍となる15億5,300万4,000米ドル。また米国もマイクロソフトによる増資案件もあり約
2.3倍となる9億3,314万6,000米ドルとなった

世界からの対内直接投資金額割合（国・地域別） 業種別フローの投資金額内訳

（出所）台湾経済部投資審議司より みずほ銀行 国際戦略情報部作成

2023年華僑・外資による直接投資

合計
112億5,477万

米ドル

20

合計
112億5,477万

米ドル
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【Ⅱ－２】 直接投資動向② ～日本の対台湾直接投資件数推移～

単位：100万米ドル 単位：件数

（出所）台湾経済部投資審議司より みずほ銀行国際戦略情報部作成

日本企業の台湾投資件数・金額推移

 1952 年（統計開始）から2023 年までの間、日本の対台湾累計投資額は265億1,892万米ドルと全世界で4位の水準

 2000年代半ばまでは製造業による投資がメインだったが、2010年以降は外食や小売などのサービス業への投資が
急増、2012 年には過去最高の年間619件を記録した。新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、2020年、2021

年は投資件数・額ともに縮小傾向にあったが、2022年は大型投資により反転、翌年2023年は反動で投資額は縮小
したが、投資件数は216件と前年と同水準
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金融・保険業

53%

非金属鉱物

製品製造業

11%

専門・科学・技術

サービス業

9%

卸・小売業

8%

建設業 4%

情報通信業 4%

機械設備製造業 2%

不動産業

1%

運輸・倉庫業

1%

その他

7%

【Ⅱ－２】直接投資動向③ ～日本の対台湾直接投資状況（2023年）～

22

 2023年の日本から台湾の直接投資金額は、合計6億2,017万米ドルと過去最高水準だった2022年（16億9,941万）を

下回った。2022年は日立製作所によるエレベーター台湾大手の永大機電工業への投資や、商船三井による洋上風力

発電企業への出資など、複数の大型投（増）資案件もあり、その反動減もあるとみられる

 直接投資件数は合計216件で、2022年（218件）と同水準。業種別でみると、卸・小売業の73件が最多。法律事務所

や会計事務所、建築・設計、研究開発やシステム処理を行う専門・科学・技術サービス業が33件と、2022年（54

件）2021年（31件）同様に高水準を維持している

2023年日本資本による直接投資

2023年日本対台湾直接投資割合（金額） 2023年日本対台湾直接投資割合（件数）

（出所）台湾経済部投資審議司より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅱ－３】外資規制

 華僑・外国人投資（※）の業種は原則自由で、台湾における投資項目の95％以上が開放されているが、「華僑・
外国人投資ネガティブリスト」に属する業種への投資は制限および禁止されている

 台湾の産業奨励発展政策の中核を担った「産業高度化促進条例」に代わり、台湾産業全体の多元的発展およびイ
ノベーション推進の為、2010年5月12日に「産業創新条例」が公布された

 中国企業による直接および間接の出資額が30％を上回る場合、「大陸地区人民来台投資許可弁法」に基づく許可
を要し、「大陸地区人民来台投資業別項目」に属する業種のみ、投資が許される

【奨励業種】

「産業創新条例」を基本とし、特定の業種はないが、
研究開発が奨励されている

【各種優遇措置】

1. 租税優遇

2. 低金利融資

3. 科学工業園区等の優遇

4. 自由経済モデル区

5. その他

ネガティブリスト以外の業種への投資が可能

【禁止業種、投資規制業種】
禁止業種・・・放送・テレビ業や危険物製造等
投資規制業種・・・金融、保険、航空貨物請負等

【その他主な規制】
外国人を招聘、雇用する際等にも規制あり
2009年6月より最低資本金に対する規制は撤廃

外資投資規制 優遇措置

※中国大陸地区以外の外国・地域の企業および個人による投資を指す

23

（出所）公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅱ－４】労働市場概況

失業率の推移

 2024年10月時点の台湾における人口は2,340万人と、前年より約2万人減少した。2023年は2019年以来4年ぶり
の転入数が転出数を上回る「社会増」となった。一方で、2023年出生数は前年比3,415人減となる13万5,571人
と過去最低を更新

 年代別内訳は年少人口（0～14歳）が274万人、生産年齢人口（15～64歳）が1,617万人、老年人口（65歳以
上）が449万人。生産年齢人口比率70％に対し、老年人口比率は18.4％を占める

 少子高齢化は日本同様進行しており、生産年齢人口は2070年には約697万人と2024年の半分を割り込み、高齢
者は約697万人と2024年（449万人）比1.5倍まで増加すると予測されている

 失業率は2009年（5.85％）以降、年々改善傾向にある。2014年以降は3％台で推移しているが、20代前半（20

～24歳）の失業率は依然として高い水準にある。特に大卒者の雇用ミスマッチが深刻な状態にあり、待遇改善
を求めて転職を繰り返すものの、理想の職に就けず離職する若年大卒者が多く、若者の低賃金は政府の長年の
課題となっている

生産年齢人口推移（2030年以降は予測）

（出所）中華民国統計資訊網および国家発展委員会より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅱ－５】労働コスト

（出所）JETRO投資コスト比較より みずほ銀行国際戦略情報部作成

調査項目

都市名：台北（台湾）、調査実施時期：2023年9月

換算レート：1米ドル＝31.8782台湾ドル（2023年9月1日のインターバンクレート仲値）

※特に追記がない場合は付加価値税（VAT）を含む

米ドル 台湾ドル 備考

賃
金

製
造
業

1 ワーカー（一般工職） 1,212 38,565

正規雇用（実務経験3年程度の作業員）
年間負担額：22,177米ドル（642,112台湾ドル）
（基本給、諸手当、社会保障、残業代、賞与等含む）

2 エンジニア（中堅技術者） 1,586 50,475

正規雇用（専門学校/大卒以上・実務経験5年程度のエンジニア）
年間負担額：28,566米ドル（909,068台湾ドル）
（基本給、諸手当、社会保障、残業代、賞与等含む）

3 中間管理職（課長クラス） 2,264 72,063

正規雇用（大卒以上・実務経験10年程度のマネージャー）
年間負担額：41,362米ドル（1,316,313台湾ドル）
（基本給、諸手当、社会保障、残業代、賞与等含む）

非
製
造
業

4 スタッフ（一般職） 1,490 47,403

正規雇用（実務経験3年程度の一般職）
年間負担額：25,760米ドル（819,785台湾ドル）
（基本給、諸手当、社会保障、残業代、賞与等含む）

5 マネージャー（課長クラス） 2,479 78,906

正規雇用（大卒以上・実務経験10年程度のマネージャー）
年間負担額：43,378米ドル（1,380,462台湾ドル）
（基本給、諸手当、社会保障、残業代、賞与等含む）

6 店舗スタッフ（アパレル） 1,068 34,056
商店販売員（アパレルに限らない）の基本給（諸手当、月次業績賞与含む）
非正規スタッフを含む

7 店舗スタッフ（飲食） 996 31,739
飲食店店員の基本給（諸手当、月次業績賞与含む）
非正規スタッフを含む
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 2025年1月現在最低賃金は月額2万8,590台湾ドル、時給は190台湾ドルと、2024年制定時（賃金： 2万7,470台
湾ドル、時給： 183台湾ドル）よりそれぞれ引き上げられた。各業種の参考労働コストは下表のとおり
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【Ⅱ－６】台湾の主要工業区

1
2

3

番号 都市 工業団地名

1 新北市  新北産業園区

2 桃園市  中壢産業園区

3 新竹市
 新竹産業園区
 新竹科学工業園区

4 台中市

 台中産業園区
 潭子科技産業園区
 中港科技産業園区
 中部科学工業園区

5 台南市
 台南科学工業園区
 官田産業園区

6 高雄市
 楠梓科技産業園区
 前鎮輸出加工区
 南部科学工業園区

7 屏東市
 屏東産業園区
 屏東農業科技園区

4

5

6

7

区分 詳細

産業園区
 設置の目的は各工業区により異なる
 工業局の主導で開発された工業区は、

合計で67ヵ所（2024年3月現在）

科技
産業園区

 輸出のための製造を奨励するもので、
関税や貨物税、輸入営業税の免除措置
がある

 高雄、台中を中心に合計13ヵ所設置さ
れている（2024年3月現在）

科学
工業園区

（サイエンス
パーク）

 ハイテク産業の誘致を目的とした工業
区で、進出できるのは①6大ハイテク
産業、②これらに属する企業への製
造・販売に関連したサポートを提供す
る事業、③リサーチセンターおよび研
究開発のためのインキュベーションセ
ンターに限定されている

 主要工業園区は、新竹科学工業園区、
中部科学工業園区、南部科学園区で、
特に新竹科学工業園区は、台湾におけ
るハイテク産業集積の中心的な存在

（出所）公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成

 台湾の工業区は一般の産業園区、科技産業園区、科学工業園区（サイエンスパーク）の3種類に大別でき、進
出企業に対し、工業区別に優遇措置が設けられている

各工業区の詳細 主要工業区
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【Ⅲ－１】主な進出形態

 台湾への進出形態は代表者事務所（駐在員事務所）・支店・現地法人・工事事務所の4つがあげられる

 外国法人および外国人による投資事業の株式または出資額の総額が、事業の株式総数または資本総額の3分の1

を超える場合、 外国人投資許可（Foreign Investment Approval 以下：「FIA」）を取得する必要がある。FIA

は外国人投資条例に基づいて経済部投資審議司の許可が必要となるが、取得することにより恩典が与えられる

 台湾ではインボイスを仕入税額控除の要件とする「インボイス方式」を採用している（所定のインボイスを統
一発票と呼ぶ）

代表者事務所 支店 現地法人 工事事務所

設立目的 市場調査、入札等 事業全般 事業全般 特定契約工事

法人格 なし ありと見なされる あり なし

設立にかかる期間 1ヵ月 2.5ヵ月 2.5ヵ月 1ヵ月

台湾の法人所得税 ― 利益の20％ 利益の20％
利益の20％
または契約額の3％

統一発票発行 不要 要 要 要

特徴

 営業活動ができない  営業範囲は原則として本店
の内容に基づく

 台湾源泉所得に対して法人
税が課される

 独立した海外法人
 全世界所得に対して法人税

が課される

 特定契約の終了後登録消去
申請が必要

進出形態別比較

FIA取得のメリット

 台湾で得た利益を本国へ自由に外貨送金することが保障される
 （特定の業種を除き）出資比率の制限を受けない
 外国資本の持株比率、外国人株主数、外国代表取締役および監査役等の国籍および居住地の制限を除外される
 外国人投資条例に基づく出資額が継続的に45％以上である場合は、開業後20年以内に収用されることがない
 外国人投資条例に基づく出資額が継続的に45％以上である場合は、現金増資時の従業員割り当て義務がない
 居留ビザの申請取得が比較的容易

（出所）公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅲ－２】支店と現地法人の差異

 支店も現地法人も、両形態ともに外国人投資条例および会社法に基づき設立され、展開可能な事業・業種にも
差異はない一方で、会計処理面、税務面、再投資面においては差異が生じる

 支店から現地法人への昇格は不可能なため、目的を明確化し、進出形態を決定することが望ましい

支店と現地法人の差異比較

項目 支店 現地法人

展開可能な事業内容 事業全般

現地における資金 運転資金（日本本社より送金） 資本金（親会社より出資）

FIA取得 不要 （出資比率が3分の1を超える場合）必要

再投資 不可 可能

法人税
台湾源泉所得に対して課税

課税対象20％
決算申告20％

（全世界所得課税）

未配当利益
（留保金課税）

なし 課税される

配当源泉税 なし 課税される

日本での法人税
毎年支店の損益を

本社と合算し課税される
配当の5％分に課税

会計処理
日本本社の一部であるため

決算期に本社との協働作業が必要
個別決算

その他 現地法人への昇格不可 －

（出所）公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅲ－３】拠点設立の流れ

代表者事務所 支店 現地法人

 日本国内における手続き
 台湾における会社候補名、（派遣）役員、営業項目の考案
 必要書類準備（登記簿謄本・台湾における登記手続きに関する代行機関への委任状等）＜1営業日＞

日本

1. 会社名および営業項目の事前審査【経済部中部事務所】＜2～3営業日＞

2. 銀行準備口座開設手続き開始【口座開設銀行】＜10～15営業日＞

3.（支店）設立登記申請【経済部中部事務所】＜3～5営業日＞
（現地法人）外国人投資許可（FIA）申請【経済部投資審議司】＜7～10営業日＞

4. 口座開設完了・資本金送金（支店の場合は運転資金） 【取引銀行】

5.（支店）運転資金監査【公認会計士】＜ 1～2営業日＞
（現地法人）投資資金の審査【経済部投資審議司】＜3営業日＞

6.（支店）運営資金審査・設立許可【経済部中部事務所】＜3～5営業日＞
（現地法人）会社設立登記申請【登記所在地主務機関】＜7～10営業日＞

9. 営業登記【登記所在地の国税局】＜7～10営業日＞

8. 英文名事前審査・輸出入業者登記【経済部国際貿易局】＜1～2営業日＞

台湾

1.設立申請
【経済部中部事務所】

＜7～10営業日＞

2.税席番号取得申請
【経済部中部事務所】

＜5～7営業日＞

3.銀行口座開設
【取引銀行】

＜10～15営業日＞

7.（現地法人のみ）法人カード申請および登録【経済部】＜1～2営業日＞

（出所）公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅳ－１】税制① ～法人税、非居住者の源泉徴収制度～

非居住者の主要な源泉税率

項目 税率

配当
21％

（日台租税協定適用後は10％）

利息
15％

（日台租税協定適用後は10％）

ロイヤリティ
20％

（日台租税協定適用後は10％）

給与・退職所得 18％

コミッション 20％

営利事業所得税（法人税）

課税所得額 税率

120,000台湾ドル以下 0％

120,000台湾ドル超（注） 20％

未配当利益課税
（留保金課税）

課税対象 税率

未配当利益 5％

 営利事業所得税（法人税）は、20％（2009年度まで25％だったが、2010年度に17％まで引き下げられ、その後
2018年度に20％に引き上げられた経緯あり）

 台湾では前年度に獲得した利益を配当しなかった場合、未配当利益に対し、5％の営利事業所得税（法人税）が
徴収される留保金課税制度がある

 日本と台湾の間では日台租税協定が2017年1月1日以降、適用されている。台湾の所得税法においては、非居住
者の配当源泉税率は21％、債券・短期手形・証券化商品および条件付取引の源泉税率は15％、ロイヤリティの
源泉税率は20％と規定されているが、日台租税協定適用により10％に軽減される

営利事業所得税（法人税） 非居住者の源泉徴収制度

（出所）公開情報、JETRO HPより みずほ銀行国際戦略情報部作成

（注）・税額の上限：課税所得額の120,000台湾ドル超過分の半額
・税率は事業年度により異なるケースあり
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【Ⅳ－１】税制② ～過少資本税制～

計算式

 所得税法：第43-2条 營利事業對關係人負債之利息支出不得列為費用或損失査核辦法 （日本語訳：営利事業の関連者からの負債に係る支払利

息の損金不算入に関する査定弁法）

 台湾における過少資本税制は、営利事業者の関係者に対する直接または間接の負債が純資産の3倍を超えた場
合、超過分の負債に関連して発生した支払利息を法人税申告書上、損金算入することができない

純資産の範囲

 現地法人の場合： ①純資産と②払込資本金＋資本準備金のうち、いずれか金額の大きい方。 ただし、払込資本金と当該資本準備金の合計額が

払込資本金を下回る場合は、払込資本金の額を指す

 支店の場合：実際に投下された運営資金

対象になる負債

 関連者からの直接的な借入金

 非関連者を経由した間接的な借入金

 関連者による担保の提供や連帯責任の保証が付与されている非関連者からの借入金

法律根拠

 損金不算入支払利息＝当年度の関係者に対する支払利息の合計額×（1－3/関係者への負債の純資産額倍率※）

※ 関係者への負債の純資産倍率＝関係者への負債の月平均額の合計÷純資産額の月平均額の合計

※ 関係者への負債の月平均額＝（関係者への負債の月初残高＋月末残高）÷2

（出所）公開情報より みずほ銀行国際戦略情報部作成
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【Ⅳ－２】資金調達① ～プロコンリスト～

親子ローン 銀行借入 増資

日本円

Pros
 資金使途・借入期間の制限がない
 低利での調達が可能（移転価格税考慮要）

 現地法人向け債権管理の負担なし
 弾力的な資金運用が可能

Cons

 期間1年以上の場合、経済部投資審議司の許可
（FIA）が必要

 利払い時源泉税負担あり（10％）
 子会社に為替変動リスクあり
 現地法人向け債権管理の必要性あり

 貿易決済等の使途に制限＝実需のエビデンス
の提出が必要につき、台湾ドルに交換するこ
とは原則不可能

 子会社に為替変動リスクあり

米ドル

Pros
 資金使途・借入期間の制限がない
 低利での調達が可能（移転価格税考慮要）

 現地法人向け債権管理の負担なし
 弾力的な資金運用が可能

Cons

 期間1年以上の場合、経済部投資審議司の許可
（FIA）が必要

 利払い時源泉税負担あり（10％）
 現地法人向け債権管理の必要性あり
 親会社・子会社ともに為替変動リスクあり

 貿易決済等の使途に制限＝実需のエビデンス
の提出が必要につき、台湾ドルに交換するこ
とは原則不可能

 子会社に為替変動リスクあり

台湾
ドル

Pros

 資金使途・借入期間の制限がない
 低利での調達が可能（移転価格税考慮要）

※建値のみ台湾ドルとなる。台湾ドルはオフショア
市場で 流通していいため、実際に台湾ドルを日本か
ら台湾に送金することは不可

 為替リスクなし（親会社・子会社ともに）。
ただ、親会社で連結決算を作成する場合、決
算日の為替相場により、日本円建の銀行借入
額が変動

 弾力的な資金運用が可能

 為替リスクなし（親会社・子会
社ともに）

 配当による親会社への資金還流
が可能

 期間1年以上の場合、経済部投資審議司の許可
（FIA）が必要

 利払い時源泉税負担あり（10％）
 現地法人向け債権管理の必要性あり
 親会社に為替変動リスクあり

Cons
 金利負担あり（社外流出）
 借入総額3,000万台湾ドル以上の場合、会計士

による監査が義務付けられている

 資金そのものの返還は困難（資
本金のため）

 配当時源泉税負担あり（10％）

台湾ドルのみ

（出所）みずほ銀行台北支店、国際戦略情報部作成
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【Ⅳ－２】資金調達② ～域内、海外からの借り入れ～

台湾における借り入れ 海外からの借り入れ（＊）

 銀行からの借り入れ

 外貨を調達し台湾ドルに交換することは原則禁止
（ただし、輸出後の外貨貸付はこの限りではない）

 海外との取引書類（実需取引のエビデンス）の提出要
 借入総額3,000万台湾ドル以上の場合、会計士による会計監査が

義務付けられている。銀行への監査書類提出も必要

 国外金融機関からの借り入れ

 自国通貨建ては、台湾ドルがオフショアで流通していないため、
実務上対応不可

 中央銀行への外貨債務残高登記が必要
 利払い時源泉税10％納税義務あり

 国内関連者からの借り入れ（会社法第15条）

 業務上取引のある企業（※1）に対して、合理的な範囲で対応可
 業務上取引のない企業に対しては、短期融資を行う場合に当該企

業の純資産の40％を上限に対応可（※2）
 外貨建てで融資を実行する場合には、会計処理は台湾ドル建てに

限定される

 国外関連者（例：親会社からの借り入れ）

 借り入れ条件に制限なし
 期間1年以上の場合、経済部投資審議司許可（FIA）および

中央銀行への外貨債務残高登記が必要
 利払い時源泉税10％納税義務あり
 適用金利次第では移転価格税制に抵触する場合がある

＊海外から調達する場合、外為規制にも留意する必要あり
• 借入外貨を台湾ドルに交換する際、借入期間が1年以内の場合、

貿易外取引にかかる外貨と台湾ドルの事前申請不要の交換枠（年
間5,000万米ドル）を使用

• 1件につき交換額が100万米ドル超の場合、金融機関宛てにエビデ
ンスを提示する必要あり

（出所）みずほ銀行台北支店、国際戦略情報部作成

※ 1：「業務上取引がある企業」について、明確な定義がないものの、
業務取引を生じさせるような関係がある、契約などにより対価の収受
が実態としてある企業と解釈される

※ 2：台湾における短期融資の期間は一般的に1年以内
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Disclaimer
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© 2024  株式会社みずほ銀行

本資料は金融ソリューションに関する情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の取引の勧誘・取次ぎ等を強制す
るものではありません。また、本資料はみずほフィナンシャルグループ各社との取引を前提とするものではありません。

本資料は、当行が信頼に足り且つ正確であると判断した情報に基づき作成されておりますが、当行はその正確性・確実性を保証
するものではありません。本資料のご利用に際しては、貴社ご自身の判断にてなされますよう、また必要な場合は、弁護士、会計
士、税理士等にご相談のうえお取扱い下さいますようお願い申し上げます。

本資料の著作権は当行に属し、本資料の一部または全部を、①複写、写真複写、あるいはその他の如何なる手段において複製す
ること、②当行の書面による許可なくして再配布することを禁じます。
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